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1. 2026年3月期第1四半期の連結業績（2025年4月1日～2025年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期第1四半期 9,451 41.5 2,196 78.9 2,304 81.1 1,538 85.0
2025年3月期第1四半期 6,676 5.4 1,227 10.9 1,272 16.7 831 21.9

（注）包括利益 2026年3月期第1四半期　　1,497百万円 （39.3％） 2025年3月期第1四半期　　1,074百万円 （△8.3％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年3月期第1四半期 30.57 30.55
2025年3月期第1四半期 16.55 16.53

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年3月期第1四半期 109,933 63,535 55.3 1,207.47
2025年3月期 108,580 62,594 55.1 1,191.09
（参考）自己資本 2026年3月期第1四半期 60,800百万円 2025年3月期 59,898百万円

2. 配当の状況
年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年3月期 ― 9.00 ― 12.00 21.00
2026年3月期 ―
2026年3月期（予想） 18.00 ― 19.00 37.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2026年 3月期の連結業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 35,988 15.6 4,525 1.2 4,151 △10.3 3,041 17.9 60.47

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無
新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に
　　　特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年3月期1Q 52,979,350 株 2025年3月期 52,979,350 株
② 期末自己株式数 2026年3月期1Q 2,625,605 株 2025年3月期 2,690,882 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年3月期1Q 50,310,227 株 2025年3月期1Q 50,214,583 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　 　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
　その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる
　条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績等の概況 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説
　明」をご覧ください。

（金額の表示単位の変更について）
　　当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当第１四半期連結会計期間及び
　当第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更しております。
　　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第１四半期連結累計期間についても百万円単位に変更して記載しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間（2025年４月１日～６月30日）における当社グループの事業環境は、航空業界では

不安定な世界情勢の中でも、旺盛な訪日需要などに支えられ好調に推移しました。一方で、原材料価格の高騰や

人手不足による物流費・人件費の上昇が、建築費をはじめ物価全体に影響を及ぼしています。さらに、米国の通

商政策による景気下振れなど注意が必要な状況です。

　このような状況のもと、当社グループの連結業績につきましては、空港内不動産事業における既存物件の賃貸

条件の見直しや誘致による賃貸収入の増加、ノンアセット事業における事務所ビル（販売用不動産）の売却、熱

供給事業における基本料金の改定、給排水運営事業における給排水使用量の増加等により、売上高は9,451百万円

（前年同期比41.5％増）、営業利益は2,196百万円（同78.9％増）となりました。経常利益は受取配当金等の増加

により、2,304百万円（同81.1％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,538百万円（同85.0％増）

となりました。

　セグメント別の業績は、次の通りであります。

①空港内不動産事業

　空港内不動産事業は、既存物件の賃貸条件の見直しや誘致による賃貸収入の増加により、売上高は4,317百万円

（前年同期比4.8％増）、また、前期に計上した羽田空港一丁目地区内における賃貸施設の減損損失の計上により

減価償却費が減少したことから、セグメント利益は1,296百万円（同34.6％増）となりました。

②空港外不動産事業

　空港外不動産事業は、４月に事務所ビルを１棟売却したこと等により、売上高は3,184百万円（同311.0％

増）、セグメント利益は977百万円（同196.7％増）となりました。

③空港内インフラ事業

　空港内インフラ事業は、熱供給における冷温熱の基本料金の改定や給排水運営における使用量の増加等によ

り、売上高は1,759百万円（同10.6％増）、セグメント利益は305百万円（同19.3％増）となりました。

④その他の事業

　海外事業、太陽光発電事業及びその他のリースを主とするその他の事業は、一部の太陽光発電設備を譲渡した

こと等により、売上高は190百万円（同2.5％減）、セグメント利益は69百万円（同14.8％減）となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、ノンアセット事業における事務所ビル売却に伴う販売用不動

産の減少や建物等の償却進行による有形固定資産の減少があるものの、国有財産年間使用料の前払費用計上等に

より、前連結会計年度末比1,353百万円増加の109,933百万円となりました。

（負債）

　負債は、長期借入金の物件売却に伴う期限前弁済や約定返済による減少があるものの、国有財産年間使用料の

未払費用計上等により、前連結会計年度末比411百万円増加の46,397百万円となりました。

（純資産）

　純資産は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末比941百万円増加の63,535百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は55.3％と前連結会計年度末に比べ0.2ポイント増加しました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2025年５月９日付の2025年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）で発表いたしました2026年３月期の連結業績

予想に変更はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,159 6,299

売掛金 1,397 2,191

リース債権及びリース投資資産 10,778 10,641

営業貸付金 3,449 3,094

商品 2 2

販売用不動産 16,248 14,589

原材料及び貯蔵品 15 15

その他 370 4,180

流動資産合計 39,421 41,016

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,459 38,940

機械装置及び運搬具（純額） 5,481 5,380

工具、器具及び備品（純額） 119 119

土地 10,724 10,724

建設仮勘定 424 491

有形固定資産合計 56,209 55,656

無形固定資産

ソフトウエア 308 273

その他 34 34

無形固定資産合計 343 307

投資その他の資産

投資有価証券 10,554 11,046

繰延税金資産 1,246 1,091

退職給付に係る資産 242 232

その他 574 593

貸倒引当金 △10 △10

投資その他の資産合計 12,606 12,953

固定資産合計 69,159 68,917

資産合計 108,580 109,933

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,812 820

１年内償還予定の社債 100 100

１年内返済予定の長期借入金 3,390 3,912

未払金 2,083 821

未払法人税等 1,424 783

未払費用 87 5,419

前受収益 1,102 1,233

賞与引当金 184 80

役員賞与引当金 64 8

資産除去債務 304 304

その他 861 919

流動負債合計 11,417 14,402

固定負債

社債 6,000 6,000

長期借入金 17,554 14,948

長期預り保証金 6,950 7,005

長期未払金 79 59

役員退職慰労引当金 8 9

繰延税金負債 58 55

資産除去債務 3,917 3,917

固定負債合計 34,569 31,995

負債合計 45,986 46,397

純資産の部

株主資本

資本金 6,826 6,826

資本剰余金 6,985 6,996

利益剰余金 43,648 44,583

自己株式 △1,491 △1,454

株主資本合計 55,968 56,950

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,812 2,149

為替換算調整勘定 2,117 1,701

その他の包括利益累計額合計 3,929 3,850

新株予約権 13 13

非支配株主持分 2,683 2,721

純資産合計 62,594 63,535

負債純資産合計 108,580 109,933
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

売上高 6,676 9,451

売上原価 4,884 6,635

売上総利益 1,792 2,815

販売費及び一般管理費

役員報酬 47 55

給料及び賞与 163 166

賞与引当金繰入額 60 56

役員賞与引当金繰入額 7 8

役員退職慰労引当金繰入額 1 1

旅費交通費及び通信費 16 18

減価償却費 28 28

租税公課 51 53

その他 187 229

販売費及び一般管理費合計 564 618

営業利益 1,227 2,196

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 79 113

受取手数料 8 28

為替差益 0 －

補助金収入 30 52

その他 10 3

営業外収益合計 129 197

営業外費用

支払利息 78 69

為替差損 － 0

固定資産撤去費用 6 20

その他 0 0

営業外費用合計 84 89

経常利益 1,272 2,304

特別利益

固定資産売却益 － 15

特別利益合計 － 15

特別損失

固定資産除却損 2 0

借入金繰上返済費用 － 1

特別損失合計 2 1

税金等調整前四半期純利益 1,269 2,319

法人税等 403 741

法人税等合計 403 741

四半期純利益 865 1,577

非支配株主に帰属する四半期純利益 34 38

親会社株主に帰属する四半期純利益 831 1,538

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

四半期純利益 865 1,577

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △215 336

為替換算調整勘定 424 △416

その他の包括利益合計 208 △79

四半期包括利益 1,074 1,497

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,039 1,458

非支配株主に係る四半期包括利益 34 38

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注)２

空港内
不動産事業

空港外
不動産事業

空港内
インフラ事業

その他の
事業

計

売上高

(1) 外部顧客への売上高 4,116 774 1,589 195 6,676 － 6,676

(2) セグメント間の内部

　　売上高又は振替高
66 － 226 0 292 △292 －

計 4,183 774 1,815 195 6,969 △292 6,676

セグメント利益 963 329 255 81 1,630 △402 1,227

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注)２

空港内
不動産事業

空港外
不動産事業

空港内
インフラ事業

その他の
事業

計

売上高

(1) 外部顧客への売上高 4,317 3,184 1,759 190 9,451 － 9,451

(2) セグメント間の内部

　　売上高又は振替高
66 － 234 － 301 △301 －

計 4,383 3,184 1,994 190 9,752 △301 9,451

セグメント利益 1,296 977 305 69 2,649 △452 2,196

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自 2024年４月１日  至 2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△402百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

　　　　主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日  至 2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△452百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

　　　　主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2025年４月１日

至  2025年６月30日）

減価償却費 1,196百万円 1,098百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月24日

空港施設株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 桐山　武志

指定社員
業務執行社員

公認会計士 西村　仁志

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている空港施設株式会社の2025年４月１日から2026年３月31

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期

間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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